
各年10月1日現在　（単位：人）

１５歳以上の人口 (Ａ)+(Ｂ)

(Ａ)

(Ｂ)

注）１５歳以上の人口には、労働力状態『不詳』を含む。 資料：国勢調査

各年10月1日現在　（単位：人）
年   次

※飲食店含む 4,568

※不動産業のみ 88 ※不動産業のみ 74

資料：国勢調査

各年10月1日現在　（単位：人）

資料：国勢調査
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サ  ー  ビ  ス  業

3,418

2,767ｻｰﾋﾞｽ業（他に分類されないもの）

宿泊業、飲食サービス業

49 25

451 400

2,662

102

4,173

267 200

区　     　  　分 平成１２年 平成１７年
53,251

22,267 非労働力人口 22,267

52,539

労働力の状態（１５歳以上）

1,737

 労働力人口 30,889 30,205
28,468うち就業者 29,651

うち完全失業者 1,238

うち家事 10,945 8,857

うちその他 8,122 10,514

うち通学 2,6133,200 2,896

平成２２年

就業者数(産業大分類別、１５歳以上)

10,329

26,813
第
１
次

農　　 　　　　　業 4,285 3,848
林　　　　 　　　業
漁　　　　 　　　業

(総　　数) 29,651 28,468

鉱　　　　 　　　業 19

製　　　造　　　業

分
類 平成１２年 平成１７年

産    業

5,914

第
２
次

26
建　　　設　　　業 3,400

6,480

第
３
次

電気・ガス・熱供給・水道業 121

複合サービス事業

不動産業、物品賃貸業

運輸業、郵便業

学術研究、専門・技術サービス

382
卸売 ・ 小売業

運 輸 ・ 通 信 業 1,308
91情 報 通 信 業

942

金 融 ・ 保 険 業

第 ２ 次 産 業

分類不能の産業 54

生活関連サービス、娯楽業
教育、学習支援業

公務（他に分類されないもの）

医療・福祉

昼間人口・夜間人口（常住地又は従業地・通学地による）

再
掲

第 1 次 産 業 4,601 4,073
8,595

第 ３ 次 産 業 15,090 15,715
9,906

区　     　  　分 平成１２年
昼　間　人　口 60,464 58,767

平成１７年

4,612
4,924

夜　間　人　口 62,304 60,633
　　昼間流入人口 4,490

うち従業による流入 4,139

　　昼間流出人口 6,330 6,779
うち通学による流入 351 312

うち従業による流出 5,796

うち通学による流出 534 520
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平成２２年
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150
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3,593

1,243
989
633

1,042

3,813

817
1,179

481

6,866

平成２２年
57,214
59,008
5,360

2,896
8,061

15,223

平成２７年
49,294
27,529
26,214

1,315

21,298
7,140

2,544

11,614

平成２７年

26,214
2,740

38
113

8
1,914
5,871

73

89
911

3,240
360
202

475
1,034

784
1,136
4,218

-14-

7,793
15,082

354
1,204
1,002

448

2,891

4,887

473

7,551

289

7,299
6,639

660

平成２７年
54,475
56,258
5,516
5,131

385

令和２年
46,170
24,620
23,517

1,103

18,689
5,749

2,092

10,848

令和２年
58,767
60,633

令和２年

23,517
2,111

39

4,924
4,612

312

6,779
6,259

520


